
都市と農村の主要指標

4 5

■就業構造 

（%） 

20 40 60 80 1000

都市 28.01.2 70.8

農村 25.813.3 60.8

第1次産業 第2次産業 第3次産業 

■1人当たりの所得 

（万円／人） 
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255.9  農村 

200 400 600 800

■1人当たりの預貯金額 

（万円／人） 

0

660.6  都市 

391.8  農村 

■消費者物価地域格差指数 

（東京を100とする） 
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97.2  都市 

91.8  農村 

資料）総務省「平成15年度社会生活統計指標」 
　　　内閣府「県民経済計算年報」（平成15年） 
　　　総務省「国勢調査」（平成12年） 

経済 

■財政力指数 

（%） 
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※財政力指数とは、地方自治体の基準財政収入額を基準財政需要額で除した指標。 

※生活関連行政投資額とは、生活基盤投資（市町村道、都市計画、水道等への各投資）の 
　総額。 

■1人当たりの生活関連行政投資額 

（万円／人） 

14.6  都市 

14.9  農村 

■社会基盤等の整備率 

道路整備率（％） 

道路舗装率（％） 

ゴミ衛生処理率（％） 

パソコンの所有率（台/100世帯） 

汚水処理人口 
普及率（％） 

上水道給水率（％） 

資料）総務省「平成15年度社会生活統計指標」 
　　　総務省「平成12年度都道府県別行政投資実績報告書」 
　　　国土交通省「道路統計年報2002」 
　　　国土交通省・農林水産省・環境省「平成14年度末の汚水処理人口普及状況について」 

都市 

農村 

既存の道路のうち道路構造令の基
準の道路幅を備えた道路の比率 

道路構造令の基準を
満たした舗装された道
路の比率 
（簡易舗装を含む） 

ゴミ処理量のうち、「焼
却処理」及び「高速堆
肥化処理」による処理
量の比率 

100世帯当たりのパソコンの
所有台数 

全人口に対して上水道・
簡易水道等の給水人
口の比率 

全人口に対して公共下
水道、農業集落排水、
浄化槽等の汚水処理
人口の占める比率 

行政／生活・経済基盤 土地／人口 

■土地形態 

■人口密度 

■土地利用（1人当たり面積） 

（人/km2） 

人口集中地区 
（DID） 

3.3%

非DID地区 
96.7%
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0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

（m2/人） 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0

工業用地 
4.1

10.6

（m2/人） 

0 200 400 600 800 1000

耕地 
50.7

801.5

（m2/人） 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

都市公園 
5.9

9.7

自然公園 

（m2/人） 

0 200 400 600 800

106.0

713.0

都市 

農村 

資料）総務省「平成15年度社会生活統計指標」 
　　　農林水産省「耕地及び作付面積統計」（平成14年） 
　　　総務省「住民基本台帳人口要覧」（平成14年） 

2

※DID地区とは、市町村の区域内で人口密度4,000人／km2以上の地区が互いに隣接して、 
　その人口が5,000人以上となる人口集中地区。非DIDとはDID以外の地区。 

■社会一般 

2

2

※情報化率とは、パソコンインターネット利用率、携帯電話保有台数（年齢15歳～64歳人口
当たり）、新聞部数等を総合的に指標化。教育化率とは、大学志願率、高校志願率、世帯
当たり教育費支出、高学歴率を総合的に指標化。 

資料）朝日新聞社編「民力2003年度版」、総務省「国勢調査」（平成12年） 
　　　総務省「住民基本台帳人口要覧」（平成14年）、警察庁「犯罪統計」（平成14年） 
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■身近な生活環境の改善要望 3大都市圏の主な都市 
地方圏の町村 

生活環境施設 
（道路、下水道、公園等） 

自然環境 

交通の利便性 

災害からの安全性 

働く場 
（雇用機会、労働環境） 

35.1
22.2

27.3
18.0

20.3
30.0

23.7
14.7

18.6
32.7

資料）内閣府「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年度） 

複数回答・（%） 

社会／生活 

※都市と農村の区分とは第1次産業就業者の割合が高い上位5県（青森、岩手、高知、宮崎、熊本）を農村、下位5都府県（埼玉、東京、神奈川、大阪、兵庫）を都市として代表させた。


